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Ⅰ 上谷小学校「いじめ防止基本方針」 

策定にあたって 

Ⅰはじめに 

方針策定の目的 

本校の「いじめ防止基本方針」は、いじめ防止対策推進法第 13

条に基づき、児童が安心して学校生活を送り、安全に学習や学校行

事に取り組める学校づくりを目的として策定するものである。いじ

めは、児童の心身の健全な成長や人格形成に重大な影響 （インター

ネットを含む）を及ぼすだけでなく、生命や心身に深刻な危険を生

じさせるおそれがある重大な問題であるとの認識に立ち、文部科学

省のいじめの定義及び国・県・市の基本方針を踏まえ、教職員が「い

じめは、どの子にも起こりうる。絶対に許さない。」という共通認

識のもと、組織的かつ効果的にいじめ防止等の対策を推進すること

を目的とする。 

改訂の経緯 

平成 25 年 9 月のいじめ防止対策推進法の施行及び同年 10 月の国

の「いじめの防止等のための基本的な方針」の策定を受け、埼玉県及

び坂戸市においても基本方針が策定された。本校においても、それら
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を踏まえ「上谷小学校いじめ防止基本方針」を策定し、いじめ防止等

の取組を推進してきた。その後、国及び県の基本方針の改定や、生徒

指導提要の改訂、「いじめ問題への的確な対応に向けた警察との連携

等の徹底について」の周知、「いじめの重大事態の調査に関するガイ

ドライン」の改訂、さらに坂戸市いじめ問題調査審議会からの提言を

受け、坂戸市基本方針が見直された。これらを踏まえ、本校において

も社会情勢や国・県・市の動向を反映しながら、より実効性のあるい

じめ防止対策を推進するため、本方針を適宜見直し、必要に応じて改

訂を行うものとする。 

Ⅱいじめの定義及び基本的考え方 

いじめの定義 

本校では、いじめ防止対策推進法第 2 条に基づき、児童が一定の

人的関係にある他の児童から心理的又は物理的な影響を受け、その

行為によって心身の苦痛を感じているものを「いじめ」と定義する。 

いじめの認知に当たっては、表面的・形式的に判断することなく、

被害児童の立場に立ち、心身の苦痛を感じているかを重視して判断

する。また、いじめには多様な態様があることを踏まえ、児童の表

情や様子をきめ細かく観察し、背景にある事情も含めて総合的に判
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断する。 

「一定の人的関係」とは、学校の内外を問わず、同じ学校・学級・

部活動の仲間や、塾・スポーツクラブ等で関わりのある児童生徒と

の関係をいう。また、物理的な影響には、暴力だけでなく、金品を

たかられる、隠される、嫌なことを無理にさせられるなどの行為も

含まれる。さらに、好意から行った行為であっても、結果として相

手に心身の苦痛を与えた場合は、いじめとして組織的に情報共有し

対応する。 

加えて、いじめの中には、犯罪行為として取り扱われるものや、児

童の生命・身体・財産に重大な被害を及ぼすおそれがあるものも含

まれることから、必要に応じて警察等の関係機関と連携し、迅速か

つ適切に対応する。 

また、いじめはどの児童にも、どの学校にも起こり得るものであり、

暴力を伴わないいじめであっても、生命や身体に重大な危険を生じ

させる場合がある。さらに、いじめは加害者・被害者だけの問題で

はなく、周囲で見ている「観衆」や暗黙の了解を与える「傍観者」

の存在も影響することから、集団全体でいじめを許さない雰囲気を

醸成することが重要である。 
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 いじめに対する基本的な考え 

いじめは、他者の人権を軽んじる行為であり、決して許されるもの

ではない。 児童生徒だけでなく、大人を含めた全ての人が「いじめ

は絶対に許されない、許さない」という強い意志を持ち、いじめをな

くすよう努めていくことが重要である。また、学校におけるいじめ問

題への対応では、** 「児童生徒一人一人を大切にする」ことを基本と

し、「児童生徒の目線に立つ」「共感的に関わる」「全ての児童生徒が

安心・安全に過ごせる居場所をつくる」ことを重視する。教職員は、

「児童生徒主体で考え」「児童生徒の意見に耳を傾ける」**姿勢を大

切にし、いじめを生まない学校風土の醸成に努める。 

 さらに、児童生徒同士が安心した環境の中で対話し、課題解決のた

めに協働できる環境づくりを進めるとともに、教職員同士が支え合

い協働することも重要である。加えて、学校・家庭・地域が連携・協

働することを大切にし、児童生徒を中心に据えながら、家庭や地域と

の連携を深め、信頼関係を築いていくことが、いじめの未然防止と解

決につながる。 
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Ⅲ学校におけるいじめ防止等の対策組織 

いじめ対策組織の設置 

 学校の管理職や教務主任、生徒指導担当教員、教育相談担当教員、

学年主任、養護教諭、特別支援教育コーディネーター、学級担任、教

科担任、さわやか相談員などから学校の実情に応じて決定し、対応す

べき内容に応じて柔軟に人員を組み換えられる組織とする。さらに、

必要に応じて、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカ

ー、弁護士、坂戸市子供支援課、訪問看護、医師など外部の専門家が

参加することにより、より実効的ないじめ問題の解決に繋げる。 

組織の役割及び構成 

 上谷小「いじめ防止対策委員会」 

【構成員】管理職、生徒指導主任、教育相談主任、養護教諭 

その他必要と認められるもの 

【活動内容】家庭や地域、関係機関との密接な連携を図る 

      いじめ防止に関すること 

      いしめ発生時の対応について 等 

【開催】 年３回開催するが、いじめ事案が発生した時は、緊急で開

催する。 
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Ⅳいじめの未然防止 

1 魅力ある学校（授業・集団）づくり 

教職員一人一人が分かりやすい授業づくりに努め、児童が基礎・基

本を身に付け、活躍できる授業を通して達成感や自己有用感、自尊感

情を育む。また、道徳教育をはじめとする教育活動全体を通して「命

の大切さ」を指導するとともに、学校行事や児童会活動、委員会活動、

たてわり活動などを充実させ、互いを認め合い、安心して過ごせる魅

力ある学校・学級づくりを推進する。 

2 児童生徒の豊かな心の育成 

 教育活動全体を通して、「いじめは絶対に許されない」という意識

を育てるとともに、お互いの人格を尊重し合い、思いやりの心や豊か

な人間関係を築く力を養う。道徳科や人権教育、朝の会・朝会等で継

続的な指導を行い、「命の大切さ」や他者への共感、規範意識を育成

する。また、児童が自ら課題を解決し、他者と協力しながらよりよい

学校生活を築こうとする態度を育てる。 

3 情報モラル教育 

 情報機器やインターネットを適切に利用するための情報モラル教

育を推進し、SNS 等による誹謗中傷やいじめを防止する。相手の立
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場を考えた情報発信や個人情報の適切な取扱いについて指導すると

ともに、情報社会における責任ある行動や規範意識を育成し、安全・

安心に情報を活用する力を養う。 

4 保護者・地域との連携 

 いじめの未然防止には、学校・家庭・地域が一体となった継続的な

取組が不可欠である。保護者や地域へいじめ問題への理解を深める

ための啓発を行い、情報共有や連携を密にしながら、児童を見守る体

制を整える。また、いじめ防止対策委員会や教育相談部会等で情報を

共有し、組織的な対応を推進する。 

5 児童生徒・保護者への説明 

 学校のいじめ防止基本方針について、児童及び保護者に周知し、

「いじめは絶対に許されない」という学校の姿勢や取組を理解して

もらう。また、学校生活アンケートや教育相談等を通して児童の実態

把握に努めるとともに、保護者との連携を密にし、いじめの未然防

止・早期発見・早期対応につながるよう丁寧な説明と情報提供を行う。 
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Ⅴいじめの早期発見 

1 定期的なアンケート調査 

いじめの早期発見は、迅速な対応の前提であることから、記名式の

学校生活アンケートを毎月実施するとともに、無記名式のなかよし

アンケートを学期に 1 回実施し、児童一人一人の学校生活や人間関

係の把握に努める。また、定期的なアンケートを通して児童の小さな

変化や悩みを早期に把握し、いじめの疑いがある場合には担任がブ

ロックの教員、生徒指導主任、管理職などと複数で面談を行い速やか

に情報を共有し、組織的な対応につなげる。 

2 教育相談の実施 

朝の会や帰りの会、日記等を活用し、担任と児童との心のふれあい

を大切にするとともに、教育相談週間を設け、児童が安心して自分の

思いや悩みを表現できる機会を確保する。また、児童にとって「自分

の意見が大切にされる」「言いたいことが言える」と感じられる環境

づくりに努めるとともに、保護者からの相談にも丁寧に対応し、必要

に応じて関係機関と連携を図る。 

3 日常的な観察と情報収集 

 教職員は、いじめは教職員の目に付きにくい時間や場所で行われ



9 
 

たり、遊びやふざけ合いを装って行われたりすることを十分認識し、

普段から児童一人一人に向き合い、小さなサインも見逃さないよう

注意深く観察する。また、授業や休み時間など日常の学校生活を通し

て児童の様子を把握するとともに、アンケートや保健室来室状況、教

育相談、家庭からの情報など、あらゆる機会を通して情報収集に努め

る。収集した情報は、いじめ防止対策委員会や生徒指導部会、教育相

談部会等で共有し、疑いの段階から組織的な対応を行う。 

4 保護者との連携 

 個人面談や教育相談週間を設け、保護者との情報共有や相談体制

の充実を図る。また、いじめを認知した場合やその疑いがある場合に

は、速やかに家庭へ情報を伝え、今後の支援や指導方針について共通

理解を図りながら連携して対応する。さらに、家庭や地域と協力し、

登下校時の見守りや児童の様子の把握に努めるなど、学校・家庭・地

域が一体となった早期発見・早期対応の体制づくりを推進する。 

Ⅵいじめへの対応 

①被害児童から事実関係の把握（十分に配慮した聞き取り） 

 →いじめに関する相談や通報を受けた場合は学校いじめ対策組織

のメンバーに報告し、速やかに校長を中心とした組織的な対応
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につなげ、対応方針を検討する。いじめを訴えた児童生徒やその

保護者の心情に十分に寄り添う。いじめの訴えを正確に把握（い

つ・どこで・誰が（誰に）・何を・なぜ・どのようになどの５H1W

に沿って時系列で正確に記録する。 

②加害児童への聞き取り 

 →加害児童に対しては、まず、自分の行った行為を振り返らせ、い

じめで被害者児童が傷ついていること、いじめは被害側にとっ

て非常に大きな影響があるものであることを深く理解させると

ともに、加害児童に対する成長支援の観点から、加害児童が抱え

る背景にも目を向け、再発防止に向けた継続的な指導や支援を

行っていく。 

③教育委員会へ報告 

④被害者児童、保護者へ事実関係の報告、謝罪 

 →調査結果を説明し、今後の対応についての意向を確認する。 

⑤学校全体の共通理解・学校の指導方針、対策の確立 

⑥加害児童・保護者への説明、指導 

 →聞き取りした内容の説明、今後の支援、指導の方針、再発防止 

⑦加害児童、保護者から被害児童、保護者への謝罪 
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 →弁済等、状況によって外部機関の協力要請 

いじめの解消 

１いじめに係わる行為が止んでいること 

→被害児童に対する心理的または、物理的な影響を与える行為（イン

ターネットを通じて行われるものを含む）が止んでいる状態が

少なくとも３か月以上継続していること。 

２被害児童が心身の苦痛を感じていないこと 

→心身の苦痛を感じていないかどうか面談等により確認することが

必要である。 

保護者の役割 

・保護者は、子の教育について第一義的責任を有しているので、子が

いじめを行うことがないよう家庭内で必要な教育を行うよう努

めるとともに、子がいじめを受けた場合は、適切にケアを行う必

要がある。また、学校などが行ういじめ防止のために協力するこ

とも求められる。学校も保護者に対し、児童生徒のより良い成長

のため、各種たよりや、保護者会といった説明の機会を利用して、

いじめの定義やインターネット上におけるいじめの実態などと

いった、いじめ防止に関係する内容の啓発等を行っていく必要
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がある。 

Ⅶ関係機関との連携 

 教育委員会・警察・児童相談所・医療機関・子供支援課・訪問看護

等必要に応じて連携を図る。 

→警察との連携（令和５年２月７日付け４文科初第２１２１号「い

じめ問題への的確な対応に向けた警察との連携等の徹底について」

参照）学校と警察は、児童生徒を加害に向かわせず、被害に遭うこと

から防ぐ等、児童生徒の健全な育成の観点から重要なパートナーで

あることを認識し、日常的に情報共有や相談を行うことができる連

携体制を構築しておくことが必要である。 

Ⅷ教職員研修及び資質向上 

 発達支持的生徒指導として、全ての教職員が、「社会の中で自分ら

しく生きることができる存在へと、児童が自発的・主体的に成長や発

達する過程を支える」という生徒指導の意義を再確認する。 

 児童が「多様性を認め、他者を尊重し、互いを理解しようと努め、

人権侵害をしない人」に育つような働きかけを日常の教育活動を通

して行う。 

 月１回生徒指導研修を設け、全員で事例研修などに取り組み、資質
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向上を図る。 

Ⅸ学校評価 

 学校は、児童生徒や地域の状況を十分踏まえ、学校基本方針と関連

する学校評価の項目を設定するとともに、その項目に対する評価の

観点を明確にして取組状況や達成状況を評価し、評価結果を踏まえ

その改善に努める。 

Ⅹ重大事態への対処 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事態の定義 

（学校の設置者又はその設置する学校による対処） 

第２８条 学校の設置者又はその設置する学校は、次に掲げる場合には、そ

の事態（以下「重大事態」という。）に対処し、及び該当重大事態と同種の事

態の発生の予防に資するため、速やかに、当該学校の設置者又はその設置す

る学校の下に組織を設け、質問票の使用その他の適切な方法により該当重大

事態に係る事実関係を明確にするための調査を行うものとする。 

（１）いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大

な被害が生じた疑いがあると認めるとき。 

（２）いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席する

ことを余儀なくされている疑いがあると認めるとき。 
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本校では、この重大事態を全職員が理解し、「重大事態」が生じた

とき、調査で得た情報は、児童及びその保護者に提供する。さらに市

教育委員会に報告する。調査に当たっては、公平性・中立性確保の観

点からいじめ防止対策委員会を母体とし、弁護士、精神科医、学識経

験者及び心理や福祉の専門家等の専門的知識及び経験を有するもの

であって、当該いじめ事案の関係者と直接の人間関係または、特別の

利害関係を有していない者の参加を図る。また、必要に応じて市教育

委員会と連携し、市の問題調査審議会の委員会などの派遣を市教育

委員会に要請する。調査結果に基づき本校では、以下のとおり全職員

で再発防止に努める。 

① 生徒指導部、教育相談部では、該当事案が二度と起こらないよう

にするため生徒指導体制の点検を行うとともに、年間指導計画の見

直しを即座に実施する。 

② いじめの被害児童を守るために、全職員での校内巡視を実施し見

守りを行う 

 

Ⅺ基本方針の見直し 

 市基本方針の変更があった場合見直しをする 
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Ⅻ年間指導計画 

月 活動内容 

４ ・職員会議で全職員におけるいじめ防止基本方針の確認 

・授業参観・保護者会を通して保護者に説明 

・学校生活アンケート（毎月）・生徒指導研修（毎月） 

５ ・人権作文の取り組み 

・全国学力学習調査 

・個人面談（１年生は全員 その他学年は希望） 

・教育相談日 

６ ・第１回なかよしアンケート（いじめの実態把握と対処） 

・人権標語の取組・いじめ防止対策委員会 

７ ・非行防止教室（薬物乱用・弁護士によるいじめ防止講演会） 

・弁護士による教員に向けたいじめ防止研修会 

・個人面談（全員） 

８ ・生徒指導校内研修報告会 

・全国学力学習調査の質問紙を使った児童理解研修 

９ ・SOS の出し方 

１０ ・人権感覚育成プログラム 
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・学校評価アンケート 

１１ ・いじめ撲滅月間 

・第２回なかよしアンケート（いじめの実態把握と対処） 

・教育相談週間 

・保護者に道徳公開 

１２ ・人権週間 

・第２回 H-QU 実施（３年生以上） 

・個人面談（全員） 

１ ・情報モラル教室 上谷のやくそく 

・入学説明会を通して新入生への説明 

２ ・学校評価・保護者アンケートによる評価の反省及び検討 

・第３回なかよしアンケート（いじめの実態把握と対処） 

３ ・次年度に向けて、いじめの状況の確認と対処の見直し 

相談窓口 

  ・彩の国よりそうみんなの電話・メール教育相談（県立総合教育セ

ンター）・２４時間子供 SOS・坂戸市立教育センター 等 


